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◎この特集についての問い合わせは、財政課☎（632）2063へ。
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１　結婚・妊娠・出産の希望をかなえる
支援
■結婚の希望をかなえ
る支援（８７１万円）
▽「とちぎ結婚支援セン
ター」を県と共同で運営。
■妊娠・出産の希望をかな

える支援（７億５，９０１万円）
▽不妊治療費・妊産婦医療費の助成。
２　子育て環境の充実
■待機児童ゼロの実現（２５億４，４２０万円）
▽保育所などの受入児童数増員への助成。
▽保育士などの処遇改善に向けた支援策を拡大。
■教育・保育施設等における安全対策の強化
（４５６万円）
▽専任の指導員による日常的な巡回指導などの実施。
３　子育て支援の充実
■生活困窮世帯への支援（８億６，８４２万円）
▽教育・保育施設な
どに入所する生活保
護世帯児童の給食
費、行事費などへの
助成。
▽子どもの家などに
入所する生活困窮
者世帯児童の保護
者負担金の一部を
助成。
■産後ケア事業の実施（３，４１３万円）
▽産婦健康診査時に「産後うつ検査」を実施。
▽産後うつの疑いのある産婦に宿泊型、通所・訪問型の
ケア事業を実施。
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１　からだとこころの健康づくりの推進
■健康診査の受診促進
（１２億１，９１６万円）
▽がんの罹患率が高く、受診率が低
い年齢層などへの再勧奨を実施。
■地域・職域連携による健康づくりの
推進（１８４万円）
▽事業所における健康づくりを促進
するための健康講座を実施。
■骨髄移植提供者（ドナー）への支援（105万円）
２　地域における健康づくりの充実
■健康ポイント事
業の構築
（２，０３１万円）
▽制度の導入に向
けた実証事業の実
施。
■高齢者等地域活
動支援ポイント事
業の実施
（３，４４２万円）
３　地域で安心して暮らせる環境の充実
■地域療養支援体制の構築（４４４万円）
▽医療・介護・福祉の連携による地域療養支援体制の
構築に向けた取り組みの実施。
■地域包括ケアシステムの構築（１４億１４９万円）
▽介護予防・日常生活支援総合事業の実施と地域包
括支援センター運営体制の強化などによる身近な地
域で安心して生活できる環境づくりの実施。
４　スポーツ活動の推進
■体育施設の整備（７億１，４２０万円）
▽北西部地域への体育施設整備基本構想の策定。
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１　公共交通ネットワークの構築
■ＬＲＴ整備の推進（７６億１，２１０万円）
▽ＪＲ宇都宮駅東側の整備。
▽ＪＲ宇都宮駅西側における導入課題検討調査の実施。
■公共交通の充実・利用促進（３億７，０１５万円）
▽交通ＩＣカードの導入支援。
▽バスと鉄道や地域内交通の乗り継ぎポイントにお
けるバス接近表示機設置への助成。
■生活交通確保対策事業の推進（１億５，３７９万円）
▽郊外部全１３地区における地域内交通の運行・導入
支援。
２　道路ネットワークの構築
■都市計画道路の整備（２億１，３２６万円）
■道路新設改良事業の推進（２２億２，１４６万円）
３　自転車のまち宇都宮の推進（２億５，１３９万円）
▽自転車の国際レースの開催。
▽サイクリングロードの整備。
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１　都市拠点の形成
■ＪＲ宇都宮駅周辺地区整備の推進

（４，１８０万円）
■土地利用の適正化（２，９３０万円）
▽立地適正化計画を踏まえた、都市機能誘導区域にお
ける医療・福祉・商業施設などの誘導施設立地への助成。
２　地域拠点の形成
■ＪＲ岡本駅周辺地区の整備（２億２，６８９万円）

拠
点
形
成
の
促
進

「ネットワーク型
コンパクトシティ」
の形成

１　地域産業の振興
■産業振興機能の強化（１，２００万円）
▽産業基盤強化に向けた産業・企業の
動向把握などの調査を実施。
２　雇用の創出と安定
■雇用対策の推
進（１，４８１万円）

▽ＵＪＩターン就職を促
進するため、中小企業のイン

ターンシップに要する経費を助
成。
▽県内高等学校などの進路指導
担当者と市内企業との人材情報交換会を実施。
３　中小企業の経営支援
■起業家創出事業の推進（１，２２３万円）
▽起業希望者交流会などの開催。
■販路開拓支援事業の推進（２６０万円）
▽県外・海外で開催される
展示会などへの出展費用
を助成。
４　農業の持続力と競争
力の向上
■農産物の販売力の向上
（３，８６４万円）
▽トップブランドの選定
および統一マークの作
成によるＰＲを実施。
■地域農業の担い手の
育成
（１億４，１５７万円）
▽夏秋いちごの生産技術研修を受講した新規就農者へ
の助成。
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１　東京圏からの移住・定住の促進
■東京圏における情報発信活動の強化（１，４８９万円）
▽移住・定住関連情報を集約したアプリの開発。
■企業の本社機能移転に対する支援（２００万円）
▽移転企業の新規雇用に対する助成。
▽移転後３年間にわたり市税の優遇を実施。
２　大谷地域の振興
■観光の振興
（２，７７４万円）
▽大谷地区とろまん
ちっく村を結ぶ周遊
バスの運行。
▽大谷観光案内所
に公衆無線ＬＡＮを整備。
■農業の振興（１，４６７万円）
▽冷熱エネルギーを活用した夏秋いちごの生産設備
導入への助成を拡大。
３　魅力ある観光と交流の促進
■スポーツを活用した地域活性化（６，０００万円）
▽３人制バスケットボールの国際大会・国内大会の開
催。
■デスティネーションキャンペーンの推進（６００万円）
▽プレイベントの開催（4～6月）。
４　中心市街地の活性化
■中心商店街の賑わいづくり（８，９７５万円）
▽オリオン通りにおけるオープンカフェ事業への支援。
５　地域の安全対策の推進
■空き家等対策の推進（７，７５１万円）
▽老朽危険空き家の除却などに対する助成。
■有害鳥獣被害対策の強化（２，７２９万円）
▽鳥獣被害対策実施部隊の捕獲対象にシカを追加、
イノシシの捕獲数を拡大。
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１　自主財源の積極的な確保
■収納対策の強化（３，５３８万円）
２　資産管理の適正化
■本庁舎照明のＬＥＤ化の推進
（１億１，７７１万円）
３　外部委託の推進
■学校用務業務の委託（４，４２０万円）
■給食調理業務の委託（１，４４５万円）

魅力ある
地域づくり・
経済の活性化

１　市民まちづくり分野
■ワーク・ライフ・バランスの推進
（１３５万円）
▽男性の家庭参画や女性の再就職・起
業を支援するためのセミナーを開催。
２　子育て・教育分野
■英語教育の強化（１億３，６２３万円）
▽小学校の英語教科化に向けたＡＬＴ
の増員。
■少人数学級の推進

（１７４万円）
▽小学１・２年生に加え、
小学３年生まで３５人学
級を拡大。
■新設小学校の建設
（１億２，６６７万円）
▽基本設計、校舎実施
設計。

行財政改革
の徹底

　平成29年度は、「み
んなが幸せに暮

らせるまち」「みんな
に選ばれるまち」

「持続的に発展でき
るまち」の実現に

向け、取り組んでいき
ます。

を目指して

平成２９年度一般会計当初予算 2,015億円
平成２９年度一般会計当初予算 2,015億円

◎この特集の金額表示　表示単位未満を四捨五入しているため合計金額と合わない場合があります。

「今を生きる市民の皆さん」「今を生きる市民の皆さん」と
のための「将来を担う子どもたち」「将来を担う子どもたち」

あらゆる
分野における
人づくり

食

り かん
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▽冷熱エネルギーを活用した夏秋いちごの生産設備
導入への助成を拡大。
３　魅力ある観光と交流の促進
■スポーツを活用した地域活性化（６，０００万円）
▽３人制バスケットボールの国際大会・国内大会の開
催。
■デスティネーションキャンペーンの推進（６００万円）
▽プレイベントの開催（4～6月）。
４　中心市街地の活性化
■中心商店街の賑わいづくり（８，９７５万円）
▽オリオン通りにおけるオープンカフェ事業への支援。
５　地域の安全対策の推進
■空き家等対策の推進（７，７５１万円）
▽老朽危険空き家の除却などに対する助成。
■有害鳥獣被害対策の強化（２，７２９万円）
▽鳥獣被害対策実施部隊の捕獲対象にシカを追加、
イノシシの捕獲数を拡大。

魅
力
あ
る
地
域
づ
く
り

１　自主財源の積極的な確保
■収納対策の強化（３，５３８万円）
２　資産管理の適正化
■本庁舎照明のＬＥＤ化の推進
（１億１，７７１万円）
３　外部委託の推進
■学校用務業務の委託（４，４２０万円）
■給食調理業務の委託（１，４４５万円）

魅力ある
地域づくり・
経済の活性化

１　市民まちづくり分野
■ワーク・ライフ・バランスの推進
（１３５万円）
▽男性の家庭参画や女性の再就職・起
業を支援するためのセミナーを開催。
２　子育て・教育分野
■英語教育の強化（１億３，６２３万円）
▽小学校の英語教科化に向けたＡＬＴ
の増員。
■少人数学級の推進

（１７４万円）
▽小学１・２年生に加え、
小学３年生まで３５人学
級を拡大。
■新設小学校の建設
（１億２，６６７万円）
▽基本設計、校舎実施
設計。

行財政改革
の徹底

　平成29年度は、「み
んなが幸せに暮

らせるまち」「みんな
に選ばれるまち」

「持続的に発展でき
るまち」の実現に

向け、取り組んでいき
ます。

を目指して

平成２９年度一般会計当初予算 2,015億円
平成２９年度一般会計当初予算 2,015億円

◎この特集の金額表示　表示単位未満を四捨五入しているため合計金額と合わない場合があります。

「今を生きる市民の皆さん」「今を生きる市民の皆さん」と
のための「将来を担う子どもたち」「将来を担う子どもたち」

あらゆる
分野における
人づくり

食

り かん
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② 歳入歳入
2,015億円特

　
　
別
　
　
会
　
　
計

小　　　計

企
業
会
計

小　　　計

　
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援

総
合
事
業
の
実
施
に
よ
る
介
護

保
険
特
別
会
計
の
増
や
、
ミ
ッ

ド
ナ
イ
ト
競
輪
の
開
催
に
よ
る

競
輪
特
別
会
計
の
増
な
ど
に
よ

り
、
全
体
で
は
、
前
年
度
当
初

予
算
比
14
億
円
の
増
と
な
り
ま

す
。

　
上
下
水
道
施
設
の
耐
震
化
や

老
朽
化
対
策
な
ど
の
建
設
改
良

費
が
増
加
し
ま
す
が
、
計
画
的

な
企
業
債
残
高
の
縮
減
に
伴
う

支
払
利
息
の
減
な
ど
に
よ
り
、

全
体
で
は
、
前
年
度
当
初
予
算

比
４
億
円
の
減
と
な
り
ま
す
。

　
市
債
は
、
道
路
や
公
園
・
学

校
な
ど
の
公
共
施
設
を
整
備
す

る
費
用
を
長
期
的
に
借
り
入
れ

る
も
の
で
、
整
備
時
に
多
額
の

費
用
が
必
要
と
な
る
こ
と
や
、

次
世
代
の
人
た
ち
も
利
用
す
る

こ
と
か
ら
、
年
度
間
の
財
政
負

担
を
平
準
化
し
、
将
来
の
市
民

の
皆
さ
ん
に
も
公
平
に
費
用
を

負
担
し
て
い
た
だ
く
た
め
の
も

の
で
す
。
市
債
の
発
行
額
と
残

高
の
推
移
は
、
左
の
図
2
の
通

り
で
す
。

　
一
般
会
計
の
平
成
29
年
度
末

の
市
債
残
高
は
、
建
設
事
業
債

の
活
用
を
図
る
と
と
も
に
、
地

方
交
付
税
の
振
り
替
え
で
あ
る

臨
時
財
政
対
策
債
を
見
込
ん
で

市
債
を
119
億
円
発
行
し
ま
す
が
、

発
行
額
を
元
金
償
還
額
以
内
と

し
た
こ
と
に
よ
り
前
年
度
末
に

対
し
10
億
円
減
の
１
１
０
３
億

円
と
な
る
見
込
み
で
す
。
ま
た
、

全
会
計
（
一
般
・
特
別
・
企
業

会
計
）
の
平
成
29
年
度
末
の
合

計
市
債
残
高
は
、
前
年
度
に
対

し
90
億
円
減
の
２
１
０
９
億
円

と
な
る
見
込
み
で
す
。

　
市
債
に
つ
い
て
は
、
今
後
の

財
政
運
営
に
支
障
を
来
す
こ
と

が
な
い
よ
う
、
計
画
的
に
活
用

し
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め

て
い
き
ま
す
。

　
基
金
と
は
、
決
ま
っ
た
目
的

の
た
め
に
積
み
立
て
て
い
る
資

金
で
、
財
政
調
整
基
金
・
減
債

基
金
・
公
共
施
設
等
整
備
基
金

な
ど
が
あ
り
、
本
市
が
掲
げ
る

基
金
残
高
の
目
標
は
、
財
政
調

整
基
金
100
億
円
、
減
債
基
金
30

億
円
程
度
で
す
。
こ
れ
ら
の
基

金
の
年
度
末
残
高
の
推
移
は
左

下
の
図
3
の
通
り
で
す
。

　
平
成
29
年
度
当
初
予
算
で
は
、

公
共
建
築
物
長
寿
命
化
事
業
や

Ｌ
Ｒ
Ｔ
整
備
事
業
な
ど
の
財
源

と
し
て
公
共
施
設
等
整
備
基
金

を
20
億
円
活
用
す
る
他
、
財
源

不
足
に
対
応
す
る
た
め
財
政
調

整
基
金
を
20
億
円
、
減
債
基
金

を
5
億
円
活
用
し
、
合
計
で
45

億
円
を
取
り
崩
す
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

　
こ
の
た
め
平
成
29
年
度
末
の

３
基
金
残
高
は
、
217
億
円
と
な

る
見
込
み
で
す
。

　
基
金
に
つ
い
て
は
、
今
後
も

将
来
の
財
政
需
要
や
社
会
経
済

状
況
の
変
化
に
柔
軟
に
対
応
で

き
る
よ
う
、
残
高
の
確
保
に
努

め
て
い
き
ま
す
。

問
財
政
課
☎（
632
）２
０
６
３

◎用語解説　※8扶助費＝生活保護法、児童福祉法などに基づき該当する人を支援するための経費※9普
通建設事業費＝道路、橋りょうなどの公共土木施設や、学校、文化施設などの公共施設の新設や改良のた
めの経費※10財政調整基金＝年度間の財源の不均衡を調整するため収入が著しく減ったときや一時的な
支出が必要なときに備えて積み立てているお金※11減債基金＝市債の償還を計画的に行うために積み立
てているお金※12公共施設等整備基金＝大規模な施設の整備費を賄うために積み立てているお金

6

◎用語解説　※1自主財源＝市が自主的に収入できるお金※2依存財源＝国や県の決定や割り当てに基づ
いて交付されるお金※3繰入金＝各会計相互間または基金・会計間で収入されるお金※4市債＝市が事業
を進めるために国や銀行などから借り入れるお金※5民生費＝幼児や高齢者、障がい者などの福祉を充実
させるための経費※6義務的経費＝人件費・扶助費・公債費を指し、その支出が義務付けられている経費
※7投資的経費＝施設や道路の整備など後年度に形が残るものに支出される経費

❶市税　自主財源の根幹である市税は、税率の引き
下げなどにより法人市民税が減となりますが、雇
用・所得環境の改善による個人市民税の増などによ
り、前年度当初予算に対し12億円の増額となります。
❷繰入金　文化会館大規模改修事業の完了に伴う公
共施設等整備基金からの繰入金の減などにより、20
億円の減額となります。
❸国・県支出金　臨時福祉給付金等給付事業の終了
などにより、12億円の減額となります。
❹地方消費税交付金　消費税収入額の減額により、
11億円の減額となります。
❺市債　建設事業債と地方交付税の振り替えである
臨時財政対策債を合わせて、1億円の減額となります。

■目的別(行政目的による分類）
❼総務費　交通ICカードなどの導入支援に伴い公共
交通利用促進費が増となりますが、河内地域自治セ
ンター建設事業や上河内地域自治センター大規模改
修事業の完了などにより16億円の減額となります。
❽民生費　臨時福祉給付金等給付事業が終了します
が、保育施設の児童受入体制の強化や障がい者自立
支援費の増などにより27億円の増額となります。
❾商工費　企業立地促進事業用地の取得完了などに
より7億円の減額となります。
土木費　市街地再開発事業や道路新設改良事業が
増となりますが、LRT整備推進費の減などにより9億
円の減額となります。
教育費　新設小学校の建設に伴い小学校整備費が
増となりますが、文化会館大規模改修事業や一条中
学校移転改築事業の完了などにより39億円の減額と
なります。
■性質別（経済的性質による分類）
義務的経費　職員数の減少などに伴い人件費が減
となりますが、保育施設への入所児童数の増加など
に伴う扶助費の増により26億円の増額となります。
投資的経費　文化会館大規模改修事業などの完了
や平成28年度への公共事業などの前倒しを行ったこ
とにより36億円の減となりますが、大手地区の再開
発事業が増加する他、待機児童ゼロの実現に向けた
児童福祉施設整備費補助金や道路新設改良事業など
にも積極的に予算を計上しました。
その他の経費　臨時福祉給付金等給付事業の終了
などに伴い、補助費等が減となることなどから、28
億円の減額となります。

歳入歳入

歳出歳出

　平成29年度当初予算の規模は、前年度当初予算
に対し、38億円（1.9パーセント）減の2,015億円
となります。
※各項目の説明における増減額は、前年度当初予算
との比較です。

一般会計の
今年度予算の特色
一般会計の
今年度予算の特色

1会計別予算額一覧

3３基金の年度末残高の推移

2一般会計および全会計の市債の発行額と残高の推移

対 前 年 度 増 減 額

△38億円

2億3,128万円

9億5,050万円

5,150万円

△9,513万円

△9,227万円

12億1,107万円

0円

△5,373万円

△2億2,346万円

△2億5,039万円

△7,940万円

△1億9,410万円

△1,436万円

14億4,150万円

6,915万円

△3億3,793万円

△1億  952万円

△3億7,830万円

△27億3,680万円

当 初 予 算 額

2,015億円

608億5,892万円

300億9,146万円

1億9,986万円

49億2,160万円

16億5,486万円

154億4,895万円

1億4,322万円

1億4,507万円

9億5,034万円

9億4,268万円

7億4,334万円

7億3,800万円

2億2,301万円

1,170億6,130万円

163億1,618万円

219億6,833万円

8億3,150万円

391億1,601万円

3,576億7,731万円

会 計 名

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険
母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付 事 業
後期高齢者医療

生活排水処理事業

競 輪

駐 車 場

都市開発資金事業
鶴 田 第 ２
土地区画整理事業
宇大東南部第１
土地区画整理事業
宇大東南部第２
土地区画整理事業
岡 本 駅 西
土地区画整理事業
育 英 事 業

水 道 事 業

下 水 道 事 業

中央卸売市場事業

合　　　計

※平成27年度までは決算額、平成28年度以降は決算見込額

※平成27年度までは決算額、平成28年度以降は決算見込額

300

250

200

150

100

50

0

500

400

300

200

100

0

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

（億円）

発行額（億円） 残高（億円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

公共施設
減債
財政調整

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

一般会計発行額
一般会計残高

全会計発行額
全会計残高

地方譲与税その他
依存財源　1.3％
25億2,100万円

❺市債　5.9％
119億2,180万円

❹地方消費税交付金　4.6％
93億7,200万円

地方交付税　1.5％
29億6,000万円

❸国・県支出金　23.7％
478億7,025万円

❷繰入金　2.3％
45億9,052万円

❶市税　46.5％
936億9,400万円

❼総務費　8.4％
169億7,140万円公債費　6.9％

139億7,048万円

教育費　8.5％
170億8,003万円

土木費　14.9％
301億2,426万円

❾商工費　10.3％
207億6,277万円

❽民生費　38.9％
783億6,184万円

議会費　0.5％
9億6,565万円

人件費　15.2％
305億7,877万円

扶助費　26.6％
536億1,286万円

公債費　6.9％
139億6,983万円普通建設事業費　13.7％

275億6,619万円

県営事業負担金など
0.0％
4,778万円

物件費　12.0％
241億6,206万円

維持補修費　1.2％
24億6,032万円

補助費等　7.2％
144億8,543万円

貸付金　9.6％
193億5,095万円

繰出金　6.9％
137億5,821万円

その他　0.0％
3,227万円

消防費　2.6％
52億1,910万円

農林水産業費　1.0％
19億1,886万円 労働費　0.0％

6,229万円

衛生費　8.0％
160億3,104万円

諸収入その他
自主財源　11.1％
224億2,818万円

分担金・負担金　1.2％
24億8,834万円

地方特例交付金　0.2％
3億2,800万円

歳入

歳出
（目的別）
歳出
（目的別）

2,015億円

使用料・手数料　1.7％
33億2,590万円

歳出
（性質別）
歳出
（性質別）

2,015億円

義務的経費
　48.7%
　981億6,146万円

その他の経費
　37.6%
　757億2,457万円

投資的経費
　13.7%

276億1,397万円

積立金・出資金など　0.7％
15億760万円

※8

※9

特
別
会
計

14
億
円
の
増

企
業
会
計

４
億
円
の
減

市
債

残
高
は
90
億
円
減

基
金

45
億
円
を
取
り
崩
し

残
高
は
217
億
円

140

86

43
269

140

75

74

289

140

70

90

299

123

64

70

258

103

59

54

217

2,412 2,314 2,232 2,199 2,109

1,131

115
186

111 133 101 137 148 188
119 140

1,112 1,089 1,113 1,103

依存財源　37.2%
749億7,305万円

自主財源　62.8%
1,265億2,695万円

※2

※1

※

10

※

12

※

11

※3

※5

※6

※7

※4
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② 歳入歳入
2,015億円特

　
　
別
　
　
会
　
　
計

小　　　計

企
業
会
計

小　　　計

　
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援

総
合
事
業
の
実
施
に
よ
る
介
護

保
険
特
別
会
計
の
増
や
、
ミ
ッ

ド
ナ
イ
ト
競
輪
の
開
催
に
よ
る

競
輪
特
別
会
計
の
増
な
ど
に
よ

り
、
全
体
で
は
、
前
年
度
当
初

予
算
比
14
億
円
の
増
と
な
り
ま

す
。

　
上
下
水
道
施
設
の
耐
震
化
や

老
朽
化
対
策
な
ど
の
建
設
改
良

費
が
増
加
し
ま
す
が
、
計
画
的

な
企
業
債
残
高
の
縮
減
に
伴
う

支
払
利
息
の
減
な
ど
に
よ
り
、

全
体
で
は
、
前
年
度
当
初
予
算

比
４
億
円
の
減
と
な
り
ま
す
。

　
市
債
は
、
道
路
や
公
園
・
学

校
な
ど
の
公
共
施
設
を
整
備
す

る
費
用
を
長
期
的
に
借
り
入
れ

る
も
の
で
、
整
備
時
に
多
額
の

費
用
が
必
要
と
な
る
こ
と
や
、

次
世
代
の
人
た
ち
も
利
用
す
る

こ
と
か
ら
、
年
度
間
の
財
政
負

担
を
平
準
化
し
、
将
来
の
市
民

の
皆
さ
ん
に
も
公
平
に
費
用
を

負
担
し
て
い
た
だ
く
た
め
の
も

の
で
す
。
市
債
の
発
行
額
と
残

高
の
推
移
は
、
左
の
図
2
の
通

り
で
す
。

　
一
般
会
計
の
平
成
29
年
度
末

の
市
債
残
高
は
、
建
設
事
業
債

の
活
用
を
図
る
と
と
も
に
、
地

方
交
付
税
の
振
り
替
え
で
あ
る

臨
時
財
政
対
策
債
を
見
込
ん
で

市
債
を
119
億
円
発
行
し
ま
す
が
、

発
行
額
を
元
金
償
還
額
以
内
と

し
た
こ
と
に
よ
り
前
年
度
末
に

対
し
10
億
円
減
の
１
１
０
３
億

円
と
な
る
見
込
み
で
す
。
ま
た
、

全
会
計
（
一
般
・
特
別
・
企
業

会
計
）
の
平
成
29
年
度
末
の
合

計
市
債
残
高
は
、
前
年
度
に
対

し
90
億
円
減
の
２
１
０
９
億
円

と
な
る
見
込
み
で
す
。

　
市
債
に
つ
い
て
は
、
今
後
の

財
政
運
営
に
支
障
を
来
す
こ
と

が
な
い
よ
う
、
計
画
的
に
活
用

し
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め

て
い
き
ま
す
。

　
基
金
と
は
、
決
ま
っ
た
目
的

の
た
め
に
積
み
立
て
て
い
る
資

金
で
、
財
政
調
整
基
金
・
減
債

基
金
・
公
共
施
設
等
整
備
基
金

な
ど
が
あ
り
、
本
市
が
掲
げ
る

基
金
残
高
の
目
標
は
、
財
政
調

整
基
金
100
億
円
、
減
債
基
金
30

億
円
程
度
で
す
。
こ
れ
ら
の
基

金
の
年
度
末
残
高
の
推
移
は
左

下
の
図
3
の
通
り
で
す
。

　
平
成
29
年
度
当
初
予
算
で
は
、

公
共
建
築
物
長
寿
命
化
事
業
や

Ｌ
Ｒ
Ｔ
整
備
事
業
な
ど
の
財
源

と
し
て
公
共
施
設
等
整
備
基
金

を
20
億
円
活
用
す
る
他
、
財
源

不
足
に
対
応
す
る
た
め
財
政
調

整
基
金
を
20
億
円
、
減
債
基
金

を
5
億
円
活
用
し
、
合
計
で
45

億
円
を
取
り
崩
す
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

　
こ
の
た
め
平
成
29
年
度
末
の

３
基
金
残
高
は
、
217
億
円
と
な

る
見
込
み
で
す
。

　
基
金
に
つ
い
て
は
、
今
後
も

将
来
の
財
政
需
要
や
社
会
経
済

状
況
の
変
化
に
柔
軟
に
対
応
で

き
る
よ
う
、
残
高
の
確
保
に
努

め
て
い
き
ま
す
。

問
財
政
課
☎（
632
）２
０
６
３

◎用語解説　※8扶助費＝生活保護法、児童福祉法などに基づき該当する人を支援するための経費※9普
通建設事業費＝道路、橋りょうなどの公共土木施設や、学校、文化施設などの公共施設の新設や改良のた
めの経費※10財政調整基金＝年度間の財源の不均衡を調整するため収入が著しく減ったときや一時的な
支出が必要なときに備えて積み立てているお金※11減債基金＝市債の償還を計画的に行うために積み立
てているお金※12公共施設等整備基金＝大規模な施設の整備費を賄うために積み立てているお金

6

◎用語解説　※1自主財源＝市が自主的に収入できるお金※2依存財源＝国や県の決定や割り当てに基づ
いて交付されるお金※3繰入金＝各会計相互間または基金・会計間で収入されるお金※4市債＝市が事業
を進めるために国や銀行などから借り入れるお金※5民生費＝幼児や高齢者、障がい者などの福祉を充実
させるための経費※6義務的経費＝人件費・扶助費・公債費を指し、その支出が義務付けられている経費
※7投資的経費＝施設や道路の整備など後年度に形が残るものに支出される経費

❶市税　自主財源の根幹である市税は、税率の引き
下げなどにより法人市民税が減となりますが、雇
用・所得環境の改善による個人市民税の増などによ
り、前年度当初予算に対し12億円の増額となります。
❷繰入金　文化会館大規模改修事業の完了に伴う公
共施設等整備基金からの繰入金の減などにより、20
億円の減額となります。
❸国・県支出金　臨時福祉給付金等給付事業の終了
などにより、12億円の減額となります。
❹地方消費税交付金　消費税収入額の減額により、
11億円の減額となります。
❺市債　建設事業債と地方交付税の振り替えである
臨時財政対策債を合わせて、1億円の減額となります。

■目的別(行政目的による分類）
❼総務費　交通ICカードなどの導入支援に伴い公共
交通利用促進費が増となりますが、河内地域自治セ
ンター建設事業や上河内地域自治センター大規模改
修事業の完了などにより16億円の減額となります。
❽民生費　臨時福祉給付金等給付事業が終了します
が、保育施設の児童受入体制の強化や障がい者自立
支援費の増などにより27億円の増額となります。
❾商工費　企業立地促進事業用地の取得完了などに
より7億円の減額となります。
土木費　市街地再開発事業や道路新設改良事業が
増となりますが、LRT整備推進費の減などにより9億
円の減額となります。
教育費　新設小学校の建設に伴い小学校整備費が
増となりますが、文化会館大規模改修事業や一条中
学校移転改築事業の完了などにより39億円の減額と
なります。
■性質別（経済的性質による分類）
義務的経費　職員数の減少などに伴い人件費が減
となりますが、保育施設への入所児童数の増加など
に伴う扶助費の増により26億円の増額となります。
投資的経費　文化会館大規模改修事業などの完了
や平成28年度への公共事業などの前倒しを行ったこ
とにより36億円の減となりますが、大手地区の再開
発事業が増加する他、待機児童ゼロの実現に向けた
児童福祉施設整備費補助金や道路新設改良事業など
にも積極的に予算を計上しました。
その他の経費　臨時福祉給付金等給付事業の終了
などに伴い、補助費等が減となることなどから、28
億円の減額となります。

歳入歳入

歳出歳出

　平成29年度当初予算の規模は、前年度当初予算
に対し、38億円（1.9パーセント）減の2,015億円
となります。
※各項目の説明における増減額は、前年度当初予算
との比較です。

一般会計の
今年度予算の特色
一般会計の
今年度予算の特色

1会計別予算額一覧

3３基金の年度末残高の推移

2一般会計および全会計の市債の発行額と残高の推移

対 前 年 度 増 減 額

△38億円

2億3,128万円

9億5,050万円

5,150万円

△9,513万円

△9,227万円

12億1,107万円

0円

△5,373万円

△2億2,346万円

△2億5,039万円

△7,940万円

△1億9,410万円

△1,436万円

14億4,150万円

6,915万円

△3億3,793万円

△1億  952万円

△3億7,830万円

△27億3,680万円

当 初 予 算 額

2,015億円

608億5,892万円

300億9,146万円

1億9,986万円

49億2,160万円

16億5,486万円

154億4,895万円

1億4,322万円

1億4,507万円

9億5,034万円

9億4,268万円

7億4,334万円

7億3,800万円

2億2,301万円

1,170億6,130万円

163億1,618万円

219億6,833万円

8億3,150万円

391億1,601万円

3,576億7,731万円

会 計 名

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険
母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付 事 業
後期高齢者医療

生活排水処理事業

競 輪

駐 車 場

都市開発資金事業
鶴 田 第 ２
土地区画整理事業
宇大東南部第１
土地区画整理事業
宇大東南部第２
土地区画整理事業
岡 本 駅 西
土地区画整理事業
育 英 事 業

水 道 事 業

下 水 道 事 業

中央卸売市場事業

合　　　計

※平成27年度までは決算額、平成28年度以降は決算見込額

※平成27年度までは決算額、平成28年度以降は決算見込額

300

250

200

150

100

50

0

500

400

300

200

100

0

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

（億円）

発行額（億円） 残高（億円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

公共施設
減債
財政調整

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

一般会計発行額
一般会計残高

全会計発行額
全会計残高

地方譲与税その他
依存財源　1.3％
25億2,100万円

❺市債　5.9％
119億2,180万円

❹地方消費税交付金　4.6％
93億7,200万円

地方交付税　1.5％
29億6,000万円

❸国・県支出金　23.7％
478億7,025万円

❷繰入金　2.3％
45億9,052万円

❶市税　46.5％
936億9,400万円

❼総務費　8.4％
169億7,140万円公債費　6.9％

139億7,048万円

教育費　8.5％
170億8,003万円

土木費　14.9％
301億2,426万円

❾商工費　10.3％
207億6,277万円

❽民生費　38.9％
783億6,184万円

議会費　0.5％
9億6,565万円

人件費　15.2％
305億7,877万円

扶助費　26.6％
536億1,286万円

公債費　6.9％
139億6,983万円普通建設事業費　13.7％

275億6,619万円

県営事業負担金など
0.0％
4,778万円

物件費　12.0％
241億6,206万円

維持補修費　1.2％
24億6,032万円

補助費等　7.2％
144億8,543万円

貸付金　9.6％
193億5,095万円

繰出金　6.9％
137億5,821万円

その他　0.0％
3,227万円

消防費　2.6％
52億1,910万円

農林水産業費　1.0％
19億1,886万円 労働費　0.0％

6,229万円

衛生費　8.0％
160億3,104万円

諸収入その他
自主財源　11.1％
224億2,818万円

分担金・負担金　1.2％
24億8,834万円

地方特例交付金　0.2％
3億2,800万円

歳入

歳出
（目的別）
歳出
（目的別）

2,015億円

使用料・手数料　1.7％
33億2,590万円

歳出
（性質別）
歳出
（性質別）

2,015億円

義務的経費
　48.7%
　981億6,146万円

その他の経費
　37.6%
　757億2,457万円

投資的経費
　13.7%

276億1,397万円

積立金・出資金など　0.7％
15億760万円

※8

※9

特
別
会
計

14
億
円
の
増

企
業
会
計

４
億
円
の
減

市
債

残
高
は
90
億
円
減

基
金

45
億
円
を
取
り
崩
し

残
高
は
217
億
円

140

86

43
269

140

75

74

289

140

70

90

299

123

64

70

258

103

59

54

217

2,412 2,314 2,232 2,199 2,109

1,131

115
186

111 133 101 137 148 188
119 140

1,112 1,089 1,113 1,103

依存財源　37.2%
749億7,305万円

自主財源　62.8%
1,265億2,695万円

※2

※1

※

10

※

12

※

11

※3

※5

※6

※7

※4




